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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都町田市相原4342 法政大学日本統計研究所におく。

1953年10月9日（2010年9月16日一部改正［最新］）
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はじめに
　近年の日本における経済格差の拡大の要因
をめぐる有力な説は，もともと所得格差が大
きい高齢者層が増大したことが「見かけ上」
の格差拡大をもたらしたというものである。
このような見方は2006年度版『経済財政白
書』（内閣府）（以下，『白書』）にも示されて
いる。本書はタイトルが示すように，所得格
差拡大を「見かけ上」とする説を分析ツール
の数学的検討と『全国消費実態調査』ミクロ
データの膨大な分析結果を示しながら批判し
たものである。下記の章構成にしたがって内
容をみる。
第 1章　 平均対数偏差と「見かけ上」の格

差
第 2章　 所得分布の要因分解式とその応用

可能性
第 3章　 年齢階級別所得分布特性と要因分

解
第 4章　 所得格差変動の年齢階級別要因分

解
第 5章　 所得変動と人口動態効果

第 1章　 平均対数偏差と「見かけ上」の格差
　『白書』では進行しつつある所得格差拡大
が人口高齢化による「見かけ上」であること
を示すために平均対数偏差が用いられている。

平均対数偏差を所得格差指標として用いるの
は，格差指標として最も普及しているジニ係
数が年齢階級層別に要因別分解できないため
である。筆者はジニ係数の問題点をペイグリ
ン－ジニ係数，V．M．ラオの擬ジニ係数に基
づいた要因分解式などの先行研究にしたがっ
て整理し，さらに平均対数偏差の要因分解式
によって格差拡大に対する特定の年齢階級層
の寄与を測定しうるかを検討している。
　平均対数偏差は下記の式であらわされる。

　これは所得額を対数化し平均からの偏差の
平均値をとったものである。MLDは次のよ
うに要因分解され，第 1項が年齢階級内所得
格差を示し第 2項が年齢階級間所得格差の大
きさを示す。ここで vk は第 k グループの人
口シェア，μは平均所得，μkは第 k グループ
の平均所得を示す。

　また 2時点間におけるMLDの変化の要因
分解式は次のとおりである。

　このうち第 1項が年齢階級層内所得格差の
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山口秋義＊

【書評】

木村和範著
『格差は「見かけ上」か―所得分布の統計解析―』

（日本経済評論社，2013）

＊　九州国際大学経済学部
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変動効果を，第 2項と第 3項とをあわせて各
年齢階級層の人口シェアの変動効果を示し，
第 4項が年齢階級層間所得格差の変動効果を
示す。『白書』ではこの要因分解式と類似し
た式を用いて，人口構成の変化による寄与が
大きいことが示されている。筆者はこのこと
に関して，平均対数偏差の変動の要因分解式
の第 2項と第 3項とによって人口構成の変動
の効果を全年齢階層全体の合計値として示す
ことができるが，その年齢階級層がどれだけ
寄与したかを特定することができないと指摘
する。ΔMLDの各要因のいずれもが加法的に
寄与しているのであってこのうちの人口動態
効果だけが格差を増幅して実態から乖離させ
るとみるには無理があるとも批判している。

第 2章　 所得分布の要因分解式とその応用
可能性

　『白書』には平均対数偏差の方法論的特質
の解明やその計測方法の有効性に関する検討
が「寡聞にして見当たらない」と指摘し，筆
者は新たな尺度として不偏標準偏差の要因別
分解式を提案する。
　第 i年齢年齢階級層内における所得分布の
不偏標準偏差は特定の年齢階級層を独立した
グループとして取り上げたものであり，全年
齢階級層の平均所得額との関連が示されない。
　そこで筆者は第 i年齢階級層における個々
の所得額と全年齢階級の総平均所得 Xとの
差を基に計算される疑似標準偏差を次式のよ
うに提起する。

　しかしこれにより個々の年齢階級層の寄与
を計算することはできないので，筆者は標準
偏差の要因分解式を次のように導いてこの問
題を解決しようとする。
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　このうち第 1項は年齢階級層別人口シェア
と年齢階級層別標準偏差の積和であり級内変
動を示す。第 2項は級間変動の寄与分を示す。
また t 時点と 0 時点とにおける標準偏差の変
動は次のように要因分解される。

　ここで第 1項は級内変動を示し第 2項は級
間変動を示す。さらに基準時における人口
シェアを比較時における人口シェアと仮定し
た仮想値を計算し，これを現実値と比較すれ
ば人口動態効果を測定することが可能となる
という。これに加えて筆者は人口動態効果を
測定する方法として，第 i 年齢階級層の人口
シェアの基準時と比較時とにおける差の100

倍である ip∆ ′を横軸に，総変動に対する年齢
階級層別寄与分 iσ∆ を縦軸にとったグラフを
描いて人口動態効果の計測を試みている。筆
者 は 各 点 p(x, y) と 原 点 (0, 0) と の 距 離

2 2r x y= + は，人口シェアと年齢階級別標
準偏差のそれぞれの変動の合成であり，人口
動態効果測定の尺度として相応しいと考えて
いる。

第 3章　 年齢階級別所得分布特性と要因分解
　筆者は（独）統計センターのサテライト機関
である法政大学日本統計研究所を通じて『全
国消費実態調査』のミクロデータを独自に集
計した。対象となる調査年は1989年，1994年，
1999年，2004年である。
　まず1989年から2004年までの15年間にお
いて65歳以上年齢階級層の人口シェアが増
大したことを確認した後，年齢階級層別に年
間所得の相加平均，標準偏差，疑似標準偏差，
ジニ係数，平均差，が計算されている。65

歳以上年齢階級層の年間所得の相加平均が他
の年齢階級と比べて高くないこと，標準偏差
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は 2人以上世帯，単身世帯とも55－59歳層
をピークにそれ以上の年齢階級層では低下す
る傾向にあることが示される。標準偏差を見
る限り65歳以上年齢階級層の所得格差が突
出して大きいとはいえない。筆者が考案した
疑似標準偏差についても標準偏差とほぼ同じ
特徴が示されており，世帯類型を問わず65

歳以上年齢階級層の格差が他の年齢層と比べ
て突出しているとは言い難い。またジニ係数
は多くの年齢階級層において縮小する傾向が
ある。65歳以上年齢階級層においても2004

年が最小であり高齢者層において格差は拡大
していない。平均差は年間収入の 2組ずつの
全ての組合せの差の絶対値の平均である。こ
れも 2人以上世帯，単身世帯とも55－59歳
階級層が最も大きくなっており65歳以上年
齢階級層が突出して高くないことが示されて
いる。
　所得相加平均に対する各年齢階級の寄与分
と寄与率は，人口高齢化が背景となって世帯
類型を問わず65歳以上年齢階級層が突出し
て大きい。人口動態効果を測定するため，
1989年から2004年まで年齢階級別人口構成
が変わらなかったと仮定した仮想値を計算し，
これを現実値と比較し，65歳以上年齢階級
層の現実値と仮想値とのさが大きいことが示
されている。
　次に1989年から2004年まで年齢階級別人
口構成が変わらなかったと仮定した場合の仮
想値と現実値との比較を標準偏差について
行っている。2004年の総変動に対する年齢
階級層別寄与分と寄与率の現実値は人口高齢
化を背景として65歳以上年齢階級層におい
て最も大きい。しかし 2人以上世帯の仮想値
の寄与分と寄与率は40－44歳年齢階級層に
おいて最も大きく65歳以上年齢階級層が特
に大きくはなく，その結果現実値との差が大
きいことが示されている。
　ミクロデータに標準偏差の要因分解式を適
用して計算した結果，総変動のほとんどが総

級内変動によって説明できることが判明した。
どの年齢階級層についても世帯類型に関わり
なく寄与分と寄与率とも級内変動が級間変動
を大きく上回り，特に65歳以上年齢階級層
における級内変動が大きく，総変動を押し上
げる結果となっている。また1989年から年
齢階級層別人口構成が変化しなかったと仮定
した仮想値を計算し，65歳以上年齢階級層
の仮想値の寄与分と寄与率とも現実値を下回
ることが示されている。筆者はこれを人口動
態効果の一面を示すものと見做す。なぜなら
ば人口動態効果は65歳以上年齢階級層だけ
が果たしているわけではないからである。

第4章　所得格差変動の年齢階級別要因分解
　この章の課題は65歳以上年齢階級層の人
口シェアの変動が，この年齢階級の寄与分に
与える影響を計算することである。筆者は現
実値と人口シェアを固定した仮想値を計算し，
両者を比較することによって65歳以上年齢
階級層の人口動態効果を検出している。現実
値に基づいた，総変動の差，級内変動の差，
級間変動の差，は次の式によって示され，そ
れぞれに対する各年齢階級の寄与分は，人口
シェアと全年齢階級標準偏差，及び年齢階級
別標準偏差とによって規定され，人口シェア
の変動によってだけ規定されるのではない。

　そこで筆者は人口シェアを基準時に固定し
た仮想値と現実値との比較によって人口動態
効果を検出しようとする。分析の結果，総変
動，級内変動，級間変動とのいずれについて
も，年齢階級層別寄与分の変動が現実値より
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も小さい傾向にあり，現実値との差は特に
65歳以上年齢階級層において大きいことが
明らかとなった。仮想値と現実値との乖離が
大きい65歳以上年齢階級層の人口動態効果
が顕著であると述べている。しかし筆者はこ
のことが高齢者層以外の年齢階級層が人口動
態効果を果たしていないことを意味しないと
も指摘する。なぜならばどの年齢階級も総変
動に対して実質的に影響を与えているし，高
齢者層による寄与だけが「見かけ上」の格差
を拡大しているとは言い難いからである。

第 5章　所得変動と人口動態効果
　人口シェアを固定した仮想値を現実値と比
較し人口動態効果を計測する方法には，人口
シェアの変動そのものが明示的に示されず，
人口動態効果は副次的に計算される。本章 

ではこれに対し人口シェアの変動の 100倍
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との 2つの変量に基づいて，人口動態効果を
測定しようと試みている。採用される指標は
2変量から求められる回帰直線 i ic a b p∆ = + ∆ ′

の傾きと切片とである。 ic∆ が所与とした場
合 ip∆ ′が大きいほど傾きは小さくなる。すな
わち人口動態効果が大きいほど小さな値とな
るので，筆者は回帰係数の逆数を人口動態効
果の計測指標として提案している。
　ミクロデータの分析を通じて，人口動態効
果は単身世帯が 2人以上世帯よりも大きいこ
と，世帯類型間の乖離が拡大傾向にあること，
また65歳以上年齢階級層に関する 2つの変
量が世帯類型を問わず他の年齢階級層と比べ
て大きい値をとっていることが示されている。
総じて65歳以上年齢階級層の人口増大を背
景としてこの年齢階級層が全体の格差を拡大
させる方向で機能していることが確認できる
と述べている。また回帰直線の切片と年齢階

級層の個数との積が総変動の差に等しいこと
が数学的に明らかにされている。

本書の意義と今後の課題
　本書の意義は次の通りである。
　第一に，格差拡大は「見かけ上」であり人
口高齢化によってもたらされたとする説が依
拠する平均対数偏差を数学的に検討し，その
要因分解式に従っても，格差拡大に寄与した
年齢階級層を特定することができないことを
明らかにしたことである。ジニ係数は年齢階
級層別に分解し人口動態効果を計測できない
という欠陥を持っている。これを克服するた
めに適用された平均対数偏差は，年齢階級内
変動，年齢階級間変動，及び人口動態効果に
要因分解できる。しかしこれにしたがって計
測される人口動態効果は全年齢階級層に関す
る合計値であり特定の年齢階級に関するもの
ではない。しかし『白書』にはこのことに関
する方法論上の検討がないと筆者は批判して
いる。
　第二に，平均対数偏差の代替指標として標
準偏差とその要因分解式を提案したことであ
る。これによって各年齢階級層が全変動へ与
える寄与と寄与率とを計算することが可能と
なり，また年齢別人口構成を基準時に固定し
た仮想値と現実値とを比較することによって
人口動態効果を計測できるとした。
　第三に，標準偏差の要因分解式には人口動
態効果が明示的に示されないので，人口シェ
アの変化と総変動との 2変量との回帰係数の
逆数を人口動態効果の指標として提案したこ
とである。
　第四に，筆者が考案した標準偏差要因分解
式などの各指標を『全国消費実態調査』のミ
クロデータを用いて計算し，格差拡大が人口
高齢化だけによるものであり「見かけ上」で
あるかどうかを客観的に検証したことである。
膨大な計算作業を成した結果，65歳以上年
齢階級層は他の年齢階級層と比べて所得格差
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が特に大きくないこと，高齢者層の人口シェ
アの増大を背景として，総変動に対する高齢
者世帯の寄与が大きいこととが示されている。
しかしこのことは高齢者以外の世帯が人口動
態効果を果たしていないことを意味しない。
なぜならば，どの年齢階級層もそれぞれ格差
の変動に対して実質的に影響を与えているか
らである。そして65歳以上年齢階級層によ
る寄与の増大だけが「見かけ上」格差を増大
させるとは言えないと筆者は結論付けている。
　本書はもともと所得格差が大きい高齢者層
が増加するという人口高齢化によって「見か
け上」の格差が拡大されたという今日の経済
学界において有力となっている学説に対して，
分析ツールの方法論的検討とデータの実証的
分析とを通じて批判したものとして注目すべ
き業績である。これによって「見かけ上」の
格差拡大を主張する説が根本的に批判された
と評者は考える。

　さて評者は格差だけでなく国民生活全体の
貧困化が今後の研究課題としてより重要にな
りつつあると考える。厚生労働省『国民生活
基礎調査』に掲載された過去10年間におけ
る全世帯の年間所得ジニ係数は，2001年の
0.3965から 2011年の 0.4029へ微かに上昇し
たに止まっており，これを見る限り所得格差
が大きく拡大したとは言えない。多くの人々
が格差と貧困に対して関心を寄せているにも
かかわらず，格差拡大が統計指標によってこ
のように明確に示されないのはなぜか。それ
は平均所得の低下に示されるように社会全体
が貧困化し貧困基準そのものが低下している
からである。
　筆者は今後の研究課題として，男女間の分
析だけでなく，国民生活全体の貧困化現象の
解明も挙げている。今後の研究の進展に期待
したい。
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編集委員会からのお知らせ

金子治平（編集委員長）

機関誌『統計学』の編集・発行について
1．常時，投稿を受け付けます。
2．各号ごとに投稿の締め切りを設けます。その期日までに受け付けた原稿でも，査読の進捗如何に
よっては，その号に掲載されないことがあります。

3．投稿に際しては，2013年9月の総会において改正された「投稿規程」，「執筆要綱」，「査読要領」
をご熟読願います。

4．原稿は編集委員長に宛ててお送り願います。
5．原稿はPDF形式のファイルとして提出してください。また紙媒体での提出も旧規程に準拠して受
け付けます。紙媒体の送付先も編集委員長としてください。

6．原則としてすべての投稿原稿が査読の対象となります。
7．今後の締め切りは次のとおりです。
　　　　　　A：｢論文」・「研究ノート」；B：その他
　⑴　第106号（2014年3月31日発行予定）
　　　　　　A：2014年1月31日；B：2014年2月28日
　⑵　第107号（2014年9月30日発行予定）
　　　　　　検討中（学会HPなどでお知らせします）

以上

編集後記

『統計学』第11号（1963年 3月）以来，発売にご尽力いただいてきた産業統計研究社の廃業にともない，
本号から発売所が音羽リスマチック株式会社に変更になりました。50年間にわたり発売をお引き受け
いただいてきた産業統計研究社に心から感謝いたします。
また，投稿の少なさ等々の要因で発行が遅れて申し訳ありません。会員諸氏の，より活発な研究と多
数の投稿をお待ちしています。

（金子治平　記）
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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都町田市相原4342 法政大学日本統計研究所におく。

1953年10月9日（2010年9月16日一部改正［最新］）
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